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市民参加型国内クレジットの購入について 

 
当行では、国内クレジット制度に基づく「倉敷市太陽光発電型プログラム型排出削減事業」

により創出された国内クレジットを購入いたします。 
住宅用太陽光発電を利用した市民参加型国内クレジットの購入事例としては、国内最大の

取引規模(トン数)になります。 
 
１．購入目的 

当行では、ＣＳＲ活動の一環として、太陽光発電設備などを配備した環境配慮型店舗を

設置するなど、環境問題に取組んでおります。 
全国的にも先進的かつ成功事例である「倉敷市太陽光発電型プログラム型排出削減事

業」による国内クレジットを購入することにより、地域の環境問題への取組みがより注目

され、活発化することを願っています。 
なお、購入した国内クレジットは国の京都議定書目標達成に寄与する形で償却します。 

 

２．ＣＯ２取引量および発電量 

６４９ｔ－ＣＯ２ 
この元となる太陽光発電設備による発電量（電力量)は１，２７６，８７４ｋＷｈです。 

この電力量は、倉敷市で生産されている電気自動車で、地球を約２９０周できる電力量

に相当し、それと同等の経済活動がカーボンフリーになった計算になります。 
 

３．国内クレジット制度とは 

大企業の技術・資金等により中小企業等がおこなった温暖化対策による温室効果ガス排

出削減量を日本独自の排出量取引として認証する制度で、経済産業省、環境省および農林

水産省が共同で運営しています。 
 
４．倉敷市太陽光発電型プログラム型排出削減事業とは 

・倉敷市の住宅用太陽光補助制度を利用して太陽光発電設備を設置した市民に、国内クレ

ジット排出削減事業者である「くらしきサンサン倶楽部」に入会していただきます。 
・本事業は、太陽光発電設備が発電した電力のうち、市民が家庭で使用した電力分（自家

消費分）の温室効果ガス排出削減効果を「くらしきサンサン倶楽部」が取りまとめて国内

クレジット認証委員会に申請し、国内クレジットとしての認証を受けるものです。 
・認証を受けた国内クレジットは、第三者への販売が可能となります。 

以上 
 
 

 

 



倉敷倉敷倉敷倉敷市の国内クレジット事業について市の国内クレジット事業について市の国内クレジット事業について市の国内クレジット事業について

� 市の太陽光補助制度を利用した市民（市補助対象者）のCO2排出削減分６４９トンを、国内クレジット

として中国銀行へ売却。

� 本スキームによる国内クレジット化は、中国地方初であり、同様のスキームによる認証規模としては中国地方初であり、同様のスキームによる認証規模としては中国地方初であり、同様のスキームによる認証規模としては中国地方初であり、同様のスキームによる認証規模としては

国内最大。国内最大。国内最大。国内最大。

� 売却代金は、倉敷市環境保全基金への寄附を通じて、平成２４年度に新規オープンする環境学習平成２４年度に新規オープンする環境学習平成２４年度に新規オープンする環境学習平成２４年度に新規オープンする環境学習

施設「環境学習センター」の環境学習事業に活用予定。施設「環境学習センター」の環境学習事業に活用予定。施設「環境学習センター」の環境学習事業に活用予定。施設「環境学習センター」の環境学習事業に活用予定。

＜事業スキーム＞

� 大企業の技術・資金等により中小企業等が行った温暖化対策による温室効果ガス排出削減量を

国内クレジットとして認証する制度。

� 認証されたクレジットは、自らの排出削減量と見なして、大企業等が自らの業界が策定した自主行自主行自主行自主行

動計画の目標達成や省エネ法・温対法の定期報告、ＣＳＲ活動等に活用することが可能動計画の目標達成や省エネ法・温対法の定期報告、ＣＳＲ活動等に活用することが可能動計画の目標達成や省エネ法・温対法の定期報告、ＣＳＲ活動等に活用することが可能動計画の目標達成や省エネ法・温対法の定期報告、ＣＳＲ活動等に活用することが可能。

（参考）国内クレジット制度について（参考）国内クレジット制度について（参考）国内クレジット制度について（参考）国内クレジット制度について

【制度スキーム】

＜国内クレジットの活用＞

�自主行動計画の目標達成

�試行排出量取引スキームの目標達成

�温対法の調整後排出量報告

�省エネ法の共同省エネ事業報告

�ＣＳＲ活動（環境・地域貢献）、オフセット 等

自主行動計画非参加者。業務部門（行政、家庭

などを含む）、運輸部門等も対象とする。


